
    

 

 

 

 

 

 2023 年度  

事 業 報 告 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年 5 月 20 日 

 学校法人 物療学園 

 

 



2023 年度事業報告書の作成にあたって 

 

  

学校法人 物療学園 

理事長 田中博司 

 

 

 学校法人物療学園は、2011 年に 4 年制大学への改組転換を行いました。完

成年度を迎えた大阪物療大学保健医療学部診療放射線技術学科も、2015 年 3

月に第 1 回目の学位記授与式を行い、日本で初の学士（診療放射線学）が誕生

いたしました。 

 長年の診療放射線技師教育の集大成としての学士諸君の今後の健闘を期待す

るとともに、より専門性を活かした人材育成と地域医療の向上に寄与すること、

地域貢献の為の教育・研究拠点として知的資源を還元することを目的として、

教育・研究に推進していく所存であります。 

 本学園が展開する事業につきましても、一層のご理解とご支援を賜りますよ

う、心からお願い申し上げます。 

 つきましては、当学園の取り組みを皆様にご理解いただくため、「2023 年度

事業報告」を取りまとめましたので、ここにご報告させていただきます。 
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学校法人物療学園 2023 年度事業報告 

1 法人の概要 

（1）基本情報 

   学校法人物療学園  大阪府堺市西区鳳東町 4-410-5（代表：072-260-0088） 

   大阪物療大学   大阪府堺市西区鳳北町 3-33 

ホームページアドレス：https://www.butsuryo.ac.jp/ 

（2）建学の精神と理念 

物療学園は、「之科學為報國修（これ科学を國に報いる為に修む）」という建学の精神

を定めており、科学というものは（それを学ぶことが自己目的でもなければ、自分の利

益・利得のために学ぶものでもなく）自分を育んでくれた国や社会や人々の恩に報いる

為に修めるものである。この建学の精神に則り、「人の心と温かさがわかり、ひとりの

社会人・医療人としての自覚と誇りを持って、新しい社会の要請に応える医療職の人材

を育成すること。」を教育理念としており、既設の大阪物療専門学校では、職業教育を

中心とした教育体系の中で、実際的な知識や技術等を習得した人材を育成することで、

地域社会への貢献に努めてきた。 

大阪物療大学においては、学園の伝統的な教育理念を踏まえたうえで、放射線医学分

野が人間を対象とする学問であることを踏まえ、「人間教育」の考え方を基本として、

専門分野に関する知識と技術の習得に加えて、幅広い視野と豊かな人間性を兼ね備えた

人材の育成を目指すことから、「人間教育を根幹とした人材の育成」を教育研究上の理

念としている。また、大阪物療大学は、地域社会における人材需要の要請に応えること

を目的として設置することから、これまでの大阪物療専門学校において実践してきた地

域貢献という使命を継承し、「地域社会への積極的な貢献」を教育研究上の理念とする。 

（3）教育研究上の目的  

大阪物療大学は、政令指定都市堺における医療人育成の場として、保健・医療・福祉

の分野へ貢献すべく、柔軟で幅広い視野に立った高度な専門知識・技術を教授研究する

とともに、豊かな人間性と知性を兼ね備えた実践力に富む有為な人材の育成を図り、地

域社会における医療の発展並びに人々の健康の保持・増進に貢献することを教育研究上

の目的としている。「人間教育」の考え方を基本として、放射線医療の高度化や専門特

化に対応するための基礎的な知識と技術の習得に加えて、医療現場に携わる職業人とし

て求められている幅広い視野と豊かな人間性、高い倫理観、的確な対人関係形成力、他

者との協調・協働力、継続的な自己研鑽力、研究能力を身につけた職業人を育成するこ

とで、地域医療の向上に寄与することを目指している。また、専門分野における学術研
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究の進展に対応するための研究機能の整備と研究環境の充実を図り、それを通じて知的

資源を社会還元することで、地域貢献のための教育・研究拠点としての役割を果たすこ

とを目指している。 

（4）学校法人の沿革 

1933 （昭和 8） 年   8 月 初代校長田中金造博士を設立者として勅令私立学校令に

より私立物療学院設立許可を得る 

  9 月 私立物療学院開校 

1934 （昭和 9） 年 3 月 大阪府大阪市住吉区に校舎完成 

  3 月 校名を大阪物療学校に改称 

1935 （昭和 10）年 4 月 エックス線と物理療法全般並びに関連医学の学術技能を

教授する許可を得る 

1951 （昭和 26）年 6 月 校名を大阪物療専門学校に改称 

1953 （昭和 28）年 2 月 診療エックス線技師養成所として厚生大臣より指定を受

ける 

1954 （昭和 29）年 4 月 第一本科設置 

1955 （昭和 30）年 4 月 第二本科設置 

1958 （昭和 33）年 8 月 第二代校長に田中崇宣就任 

1969 （昭和 44）年 4 月 大阪府大阪市阿倍野区に阿倍野校舎完成 

1971 （昭和 46）年 3 月 診療放射線技師養成所として厚生大臣より指定を受ける 

  4 月 第一専攻科設置 

1973 （昭和 48）年 10 月 学校創立 40 周年記念式典挙行 

1975 （昭和 50）年 4 月 第二専攻科設置 

1977 （昭和 52）年 4 月 専修学校設置基準の制定に伴い、専修学校としての許可

を受け、医療専門課程設置認可を得る 

1978 （昭和 53）年 4 月 第一・第二放射線科設置 

1980 （昭和 55）年 3 月 第一・第二本科廃止 

1981 （昭和 56）年 3 月 第一・第二専攻科廃止 

1985 （昭和 60）年 10 月 学校法人物療学園設立 

   初代理事長に田中崇宣就任 

1988 （昭和 63）年 9 月 大阪府堺市鳳に新校舎（現：大学 1 号館）完成移転 

1993 （平成 5） 年 8 月 学校創立 60 周年記念式典挙行 

1995 （平成 7） 年 3 月 1994（平成 6）年度卒業生より専門士（医療専門課程）

の称号授与開始 

1999 （平成 11）年 5 月 大阪物療専門学校第三代校長に田中博司就任 

  6 月 第二代理事長に田中信行就任 
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2001 （平成 13）年 4 月 第一・第二放射線科を第一・第二放射線学科に改称 

2002 （平成 14）年 4 月 大阪府堺市下田町に第二校舎（現：大学 4 号館）完成 

  4 月 理学療法士・作業療法士養成施設として厚生労働大臣よ

り指定を受ける 

  4 月 第一・第二理学療法学科設置 

  4 月 第一・第二作業療法学科設置 

2004 （平成 16）年 4 月 学園本部校舎開設（情報処理室併設） 

  12 月 イングリッシュガーデン完成（現：大学 1 号館） 

2006 （平成 18）年 4 月 第三代理事長に田中博司就任 

2008 （平成 20）年 6 月 鳳東町運動場完成 

2010 （平成 22）年 10 月 大阪物療大学保健医療学部診療放射線技術学科設置認可

を得る 

2011 （平成 23）年 3 月 大阪物療専門学校第二放射線学科、第二作業療法学科 

廃止 

  4 月 大阪物療大学 開学 

   大阪物療大学初代学長に田中博司就任 

   大阪物療大学保健医療学部診療放射線技術学科設置 

2012 （平成 24）年 3 月 大阪物療専門学校第二理学療法学科、第一作業療法学科 

廃止 

  4 月 大阪物療専門学校第四代校長に遠藤忠保就任 

2013 （平成 25）年 3 月 大阪物療専門学校の廃止の認可を得る 

  3 月 大阪物療専門学校第一放射線学科、第一理学療法学科 

廃止 

  3 月 大阪物療専門学校 閉校 

2015 （平成 27）年 3 月 大阪物療大学 第 1 期生 卒業 

 

（5）設置する学校・学部学科  

学 校 学 科 等 修業年限 入学定員 収容定員 備 考 

大阪物療 

大学 

保健医療学部 

診療放射線技術学科 
4 年 80 名 320 名 

2011 年度 

開学 

 

（6）2023 年度学生数 （2023 年 5 月 1 日現在）            （単位：名） 

大阪物療大学 

保健医療学部 診療放射線技術学科 

在籍者数 入学者数 総学生数 

296 96 365 
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（7）収容定員充足率（毎年度 5 月 1 日現在）             （単位：%）  

大阪物療大学 

保健医療学部 診療放射線技術学科 

2019 

年度 

2020 

年度 

2021 

年度 

2022

年度 

2023 

年度 

 103.8 108.1 116.5 113.4 114.1 

 

（8）役員の概要  （2023 年 4 月 1 日現在）                              

定数 現員 選任条項 氏名 就任年月日 備考 

理

事 
6 名 6 名 

6 条 1 項 1 号 理事長 田中 博司 2023.4.1 常勤 

6 条 1 項 3 号 副理事長 矢路 歳明 2021.10.23 常勤 

6 条 1 項 2 号 小川 利政 2021.10.23 常勤 

6 条 1 項 2 号 牧島 展海 2021.10.23 非常勤 

6 条 1 項 3 号 木村 素久 2021.10.23 非常勤 

6 条 1 項 3 号 田中 淳子 2021.10.23 非常勤 

監

事 
2 名 2 名 

7 条 田嶋 伸幸 2021.10.23 非常勤 

7 条 俣野 彰三 2021.10.23 非常勤 

（9）評議員の概要 （2023 年 4 月 1 日現在） 

定数 現員 選任条項 氏名 就任年月日 備考 

評 

議 

員 

13 名 12 名 

24 条 1 項 1 号 板倉 啓二郎 2021.10.23 常勤 

24 条 1 項 1 号 上山 景子 2021.10.23 常勤 

24 条 1 項 1 号 田中 瑛 2021.10.23 常勤 

24 条 1 項 1 号 廣田 美喜子 2021.10.23 常勤 

24 条 1 項 1 号 李 強 2021.10.23 常勤 

24 条 1 項 2 号 髙嶋 敏光 2021.10.23 非常勤 

24 条 1 項 2 号 牧島 展海 2021.10.23 非常勤 

24 条 1 項 2 号 欠員   

24 条 1 項 3 号 小川 利政 2021.10.23 常勤 

24 条 1 項 3 号 後藤 英和 2021.10.23 非常勤 

24 条 1 項 3 号 島田 育廣 2021.10.23 非常勤 

24 条 1 項 3 号 檀上 輝 2021.10.23 非常勤 

24 条 1 項 3 号 西 環 2021.10.23 常勤 
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（10）教職員の概要 （2023 年 5 月 1 日現在）           （単位：名） 

区分 法人 大阪物療大学 計 

教員 
本務 0 23 23 

兼務 0 10 10 

職員 本務 2 20 22 

※ 職員は嘱託職員を除く 

※ 平均年齢は、本務教員 54 歳、本務職員 34 歳 

 

（11）教員組織 （2023 年 5 月 1 日現在） 

保健医療学部   （専任教員 23 名） 

学長、教授 田中 博司 博士（生物生産学） 

学科長、教授 保木 昌徳 医学博士 

学科長補佐、教授 西 環 博士（医学） 

教授 小川 利政 修士（学術） 

教授 廣田 美喜子 修士（心身健康科学） 

教授 高坂 哲也 農学博士 

教授 李 強 博士（工学） 

教授 板倉 啓二郎 博士（工学） 

教授 山本 兼右 博士（保健学） 

教授 中村 健悟 博士（理学） 

教授 三井 唯夫 博士（理学） 

教授 島雄 大介 博士（学術） 

准教授 佐々木 雅史 博士（医学） 

准教授 髙木 聡志 博士（保健学） 

講師 東 敏也 博士（保健学） 

講師 岡﨑 泰三 修士（学術） 

講師 平瀨 清 修士（保健学） 

講師 武田 英里 博士（医学） 

講師 小西 有人 博士（工学） 

講師 大川 浩平 博士（医学） 

講師 中間 智弘 博士（理学） 

助教 田中 瑛 修士（スポーツ学） 

助教 大島 良太 修士（保健学） 

※ 各教員の業績等の詳細については、大学 HP上にて公開。 
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2 事業の概要 

2023 年度の事業の概要、および事業計画の進捗状況について、「2023 年度事業計画書」

（大学 HP 上にて公開）4～9 頁に記載した主な事業計画に沿いつつ、以下の通り報告する。 

（1）学校法人物療学園 

1）法人事務局 

安定した学生確保に基づく事業活動収入を得て、予算委員会との連携により計画的な

予算執行を行い、健全な財政基盤を構築した。2023 年度は管理運営において、コンプラ

イアンスを遵守し、内部規則を適時適切に見直した。内部監査では、業務監査において

施設課を定期監査し、助言や改善提言を行った。また、教職員の SD 研修は、オンライ

ン研修を活用することで、コロナ禍においても研修受講の機会を確保し、会場における

対面受講も積極的に行った。自己点検・評価活動については、大学評価委員会が中心と

なり 2023 年 6 月に自己点検・評価報告書を発行した。倫理委員会では、人を対象とし

た研究倫理に関する審査を 12 件実施し、研究不正の防止を目的とした研修についても、

総務課にて継続的に開催しており、研究倫理の更なる向上に努めた。 

（2）大阪物療大学 

 1）保健医療学部 診療放射線技術学科 

本学における教育活動の基本である建学の精神「之科學為報國修」と「人の心と温か

さがわかり、ひとりの社会人、医療人としての自覚と誇りをもって、新しい社会の要請

に応える医療職の人材を育成すること」を教育理念とし、「ディプロマポリシー」「カリ

キュラムポリシー」「アドミッションポリシー」「アセスメントポリシー」の 4 つのポリ

シーを掲げ「教育研究上の目的」を達成するための事業運営を図った。その基盤となる

2023 年度のカリキュラムとシラバスについては大学 HP に公開しているので、そちらを

参照願いたい。 

2023 年度は、新型コロナ感染症が感染症 5 類に移行し全面的な対面授業を基本とし

て実施し、「教育」「研究」の質の維持と向上を図った。また、本学が医療系大学である

ことを鑑み、学年制から単位制に移行し年次ごとの学生の理解度とともに臨床実習を円

滑に実施することを重視し、ディプロマポリシーを踏まえた学年ごとの進級要件を定め、

「学生便覧・履修要項」にて学生に明示するとともに、学期ごとのオリエンテーション

で学生に説明を行い厳格な単位認定を行った。 

1 年次生教育では、新型コロナ感染症が感染症 5 類に移行したため長く休止していた

新入生一泊研修を大阪府立少年自然の家において実施でき帰属意識の涵養が行えた。ま

た、ゼミナールⅠa で医療従事者・診療放射線技師の資質の涵養を目的として身だしな

み、コミュニケーションの取り方など社会人・医療人としての基本的事項における教育
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の基本と放射線技師の業務内容や学内設置放射線機器の見学、感染予防「衛生学的手洗

い」を実践するなど、少人数担任制度を有効に活用し、また外部講師を招聘してより臨

床現場に近い教育・研修を実施した。 

数学、物理、化学、生物等の基礎的な知識修得については、高校での学習不足や文系

クラス卒業生の履修科目不足を鑑み、少人数クラス編成の初年次教育を軸にして基礎教

育科目の充実を図り、加えて少人数で実施する理工学実験などによる、より理解しやす

い医療系（理系）基本的学習の確立を図り、落ちこぼれ学生の出ないような体制をとっ

た。 

2 年次生教育では、専門科目の講義と学内実習の連携による連続性のある実践教育実

施の一環として、臨床経験の豊富な教員による臨床現場に即した技能・知識を少人数で

学ぶことにより、加えて X線一般撮影実習の補完としてシミュレーショントレーニング

機器を導入し、実習時間外でも学生が学習（実習）できる機会を設けた。また、本学以

外の臨床施設の技師を学外講師として招聘し、学内実習を実施して医療人の資質の涵養

を図るとともに、学内での実習を充実させ、3 年次生の臨床実習に備えた。 

3 年次生教育では、専門科目の修得に力を入れるとともに、臨床実習参加前の学内実

習および臨床実習ゼミナールによる事前教育により、臨床現場における技能・知識の基

本事項を修得することにより、臨床実習参加の心理的負担の軽減に努めた。 

新型コロナ感染症が感染症 5 類に移行したことで、実習受け入れ施設が増加し実習受

け入れ前の 5 月に 4 年ぶりに対面・オンラインハイブリッド形式による指導書連絡会を

開催することができ貴重な意見交換が行えた。9 月からの実習もほぼ通常通り実習Ⅰ、

Ⅱ、Ⅲの順序で実施された。本年度は学生の体調不良による臨床実習施設での時間不足

は、すべて数日であったため不足分を本学で実習を実施し、臨床実習の時間数をカバー

し得た。 

4 年次生教育では、各専門教科のゼミナール講義を軸として、特論および総合演習を

通して知識の深化を図り、さらに希望学生を対象にした講座を開設することにより国家

資格取得の支援に努めた。 

また、卒業研究においては、医療人としての研究に対する基本的な知識の習得、研究

発表の方法などの指導に努めた。新型コロナ感染症が感染症 5 類に移行したため今年度

は 4 年ぶりにすべて対面によるポスターセッションでの報告・発表が実施できた。なお、

卒業研究の一部を本学紀要第 12 巻に収載した。 

教育職員の研究活動においては、専門分野の研究成果を日本国内外の所属学会や各学

術集会において公表し、意欲的な取り組みを行った。他大学研究室との連携による研究

を行い、その成果を学生の卒業研究などに導入し、学生の研究心の向上に努めた。また、

所属学会や各種研究会・研修会に参加し、得られた新規の知見を学生の教育に導入して、

教育の向上に努めた。 

地域社会への貢献としては、コロナ禍により休止を余儀なくされていた市民公開講座
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については、本年度 5 月に新型コロナ感染症が感染症 5 類に移行したことで 10 月に 1

回開催することができた。 

IR ワーキンググループの活動として、教学面では国家試験模擬試験の成績の統計分

析や教員による作問の振り返り分析を継続し、また学生の理解度を分析できる自己採点

分析手法を駆使することにより統計的なデータを取得して、学生の学習面の指導に効果

を発揮させることにより、効率的な学習方法をともに考えることのツールとして運用し

た。また、再試率と国家試験合格者の検討から、合格者の再試率が平均 10％未満であ

り最大でも 30％未満であったことから再試率が国家試験合格の指標になることを明ら

かにした。日常学習の重要性を学生に喚起し今後の学生指導に役立てるようにした。 

実習ワーキンググループの活動としては、学内実習において感染対策を実施しながら

の円滑な遂行と効果的な教育の推進を主導した。また、関連部署及び臨床実習施設と連

携し学内実習・臨床実習に関する業務を円滑に運営し、特に 2 年次後半以降に実施する

学内実習及び 3 年次前期の臨床実習の基本的知識を付与する講義において、医療人とし

ての意識を持たせることを十分に念頭に置いて指導を行った。 

国家試験対策ワーキンググループでは、4 年次生の国家試験に備えるための学内模擬

試験を 4 回実施し、出題問題が適切であるかどうかの判定に、学生の正答率や識別指数

により、問題を吟味・検証して学生の成績判定に不利にならないようにして、教員の出

題問題の改善に努めた。学生の学力向上を図るため、特別講義・演習を企画・実践し、

成績の伸び悩んでいる学生や学力不振学生への対応を行い、学力向上を図り、国家試験

合格対策の一環とした。 

  FD 委員会では、教員の教授法の改善に努めるべく、前期と後期の期初と中間におい

て学生に対して 4 回の授業アンケートを行い、その結果・意見を学生に公開し、授業に

反映させた。また、教員相互の授業参観も前期・後期に各 1 回行い、その感想を提出さ

せて授業および教授法の改善に反映させた。 

  教員対象の FD 研修会では、新任教員を対象にした研修会を 4 月に開催した。9 月に

はテーマを「診療放射線技師国家試験対策について」として、学内教員による講演と教

員間のディスカッションを行い問題への取り組みを検証した。3 月にはテーマを「診療

放射線技師法改正に向けた告示研修」として学内教員による基調講演（発表）と話題提

供を行い、2024 年度から開始される告示研究についてその内容（実施方法）と意義につ

て全教員で理解を深めた。 

  また、学生目線からの教員の教育スキルの向上を目的として、各学年から１～2 名推

挙された学生 FD スタッフの活動を定期的に開催し、その意見を反映させるように努め

た。 

 

2）学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準 

○卒業認定基準（大阪物療大学学則第 34 条、および大阪物療大学保健医療学部履修
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規程第 22 条） 

4 年以上本学に在学し、大阪物療大学保健医療学部規程に規定された各科目を履

修してその単位を修得し、同規程で定める卒業の要件を満たした者に対し、教授会

の議を経て、卒業を認定する。 

 

○取得可能学位（大阪物療大学学則第 34 条、および大阪物療大学学位規則第 2 条） 

学士（診療放射線学） 

 

○学修の成果に係る評価 （大阪物療大学保健医療学部履修規程第 9 条、第 12 条） 

授業科目を履修し、試験に合格した者には、所定の単位が与えられる。秀、優、

良および可を合格とし、単位の認定がなされる。不可を不合格とし、単位の認定は

されない。 

 

○GPA（大阪物療大学保健医療学部履修規程第 14 条） 

GPA（Grade Point Average）は次の計算式によって計算する。 

 

 

 

履修指導や学習支援、また奨学生選抜や退学勧告等の基準に用いることがある。各

科目の成績評価に対するグレードポイントは下表のとおりとなっている。 

 

評 価 評語 グレードポイント 

秀 S 4.5 

優 A 4.0 

良 B 3.0 

可 
C＋ 2.0 

C 1.5 

不可 D 1.0 

不可（未受験） F 0.0 

 

3）大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援 

○入学前教育の実施 

数学、物理、化学、生物について、入学前に演習問題を 2 回に分けて送付し、期日

までに返却された解答を添削し、一人ひとりの苦手分野を事前に確認して入学時点で

の学力向上に役立てている。 

 

GPA=  
[(科目の単位数)×(その科目で得たグレードポイント) ]の総和 

(履修登録した科目の単位数)の総和 
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○ゼミナールⅠa 

診療放射線技師としての基礎的な能力の習得を行う、専門分野に関する最も基礎的な

科目として、早期の病院および介護施設見学を通して医療の現場を体感するとともに学

内実習体験や物理・化学実験、そして、診療放射線技術学のための基礎講義、文章力を

高める演習などを行っている。 

○少人数担任制 

1～3 年次の学生は約 10 人に 2 人の担任が担当している。教員はホームルームや個別

相談を密に実施し、学生とコミュニケーションを図っている。授業を欠席すると、担任

教員から本人へ連絡するなど、4 年後の国家試験合格へ向けて、きめ細かいサポートを

徹底している。 

○オフィスアワー  

1 日に 2～3 名の教員が待機し、講義の内容の疑問点から学生生活の上での不安や悩み

に至るまであらゆる相談に応じている。各教員のオフィスアワーは掲示板等に貼り出し、

学生が時間と場所を確認して直接訪問できるようになっている。 

○相談室 

2015 年 4 月より開室しており、2023 年度は新型コロナウイル感染拡大も落ち着いて

きたため、対面でのカウンセリングへ戻し、学生からの様々な声に耳を傾けている。ま

た修学については教務課が、就職・進路・学生生活については学生課が学生からの相談

に随時応じている。 

○キャリアガイダンス 

1 年次前期に行われる「ゼミナールⅠa」の授業内で卒業生による特別講演などを実施

し、低学年次の段階からキャリアに対する早期の意識づけを図っている。またその後も、

各学年に沿ったテーマで就職ガイダンスを実施し、医療人としての基礎能力を養ってい

る。2023 年度より、1 年次生後期にてコミュニケーション能力やモチベーションの向上

のガイダンス、2 年次生には医療人としてのマナーや自己分析のガイダンス、3 年次生

には履歴書・面接・小論文などの就職活動対策のガイダンス、4 年次生には採用試験説

明会を実施し、キャリア形成に必要な意識の涵養を行っている。 

○就職活動支援 

就職委員会を中心に教育職員・事務職員と全国の卒業生が連携して、就職活動の支援

をしている。教育職員や事務職員は学生一人ひとりと向き合いながら、履歴書や小論文

の添削、面接指導等のきめ細やかな支援を行っている。また、卒業生には上述した特別

講演実施の他、本学での学びや就職活動支援に関するアンケートを実施し、就職活動支

援の改善に役立てている。 
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4）2024 年度入学試験の実施状況 

○保健医療学部 診療放射線技術学科 

入試区分 実施日 

学校推薦型選抜前期 2023 年 11 月 5 日（日） 

学校推薦型選抜後期 2023 年 12 月 10 日（日） 

一般選抜前期 2024 年 1 月 21 日（日） 

一般選抜中期 2024 年 2 月 18 日（日） 

一般選抜後期 2024 年 3 月 10 日（日） 

社会人選抜 2024 年 3 月 10 日（日） 

一般選抜 4 次 2024 年 3 月 20 日（水） 

                       

                                                             

                                   （単位：名） 

 学校推薦型選抜 一般選抜 社会人選抜 合計 

募集定員 40 40 若干名 80 

志願者数 55 52 0 107 

受験者数 55 51 0 106 

合格者数 40 42 0 82 

入学者数 40 27 0 67 

志願者倍率 1.38 1.30 - 1.34 

 

5）2023 年度卒業生数及び国家試験合格者数等  （単位：名）                                                                            

卒業者数 
学位 

授与者数 

国家試験 

受験者数 

国家試験 

合格者数 

52 52 52 42 

 

6）2023 年度卒業生進路状況（2024 年 5 月 1 日現在）                  

             （単位：名） 

国公立大 

附属病院 

私立大 

附属病院 

国公立病院 

診療所 

公的病院 

診療所 

私立病院 

診療所 

医療福祉 

施設 
企業 進学 

0 3 3 9 25 0 0 

 

0 
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7）2023 年度本学独自の奨学金制度             （単位：名）                                            

区分 金額 給付者数 

特待奨学生（償還不要） 2,370,000 3 

入学特待生（償還不要） 1,580,000 2 

合計 3,950,000 5 

 

8）2023 年度授業料・入学金等、学生・保護者から徴収する費用 

○保健医療学部 診療放射線技術学科 

 

学費（前期）    （単位：円） 

区分 1 年次生 2 年次生 3 年次生 4 年次生 

入学金 300,000  ― ― ― 

授業料 790,000  790,000  790,000  790,000  

学年行事費 20,000  35,000  5,000  10,000  

育友会（入会金） 10,000  ― ― ― 

育友会（年会費） 10,000  10,000  10,000  10,000  

学生自治会費 4,000  4,000  4,000  4,000  

同窓会費（入会金） 10,000 ― ― ― 

同窓会費（年会費） 8,000 ― ― ― 

合計 1,152,000  839,000  809,000 814,000 

 

 

 
    

学費（後期） 
   

（単位：円） 

区分 1 年次生 2 年次生 3 年次生 4 年次生 

授業料 790,000 790,000 790,000 790,000 

卒業記念パーティ等 ― ― ― 20,000 

卒業アルバム作成費用 ― ― ― 10,000 

合計 790,000 790,000 790,000 820,000 
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9）研究活動の状況（2023 年 5 月 1 日時点） 

2023 年度 科学研究費助成事業 直接経費受入状況 （千円） 

テーマ 区分 

研究 

代表者 

（分担者） 

2023 年度 

交付金額 

大腸がん検診における組織型検診

をめざした受診行動サポートシス

テムの有効性の検証 

基盤研究（C） （山本 兼右） 50 

病理標本のメゾスコピック領域で

の 3 次元屈折コントラスト画像撮

影システムの開発 

基盤研究（C） 島雄 大介 600 

低線量肺がん CT 検診の取得デー

タを用いて未発見の乳がんを検出

することは可能か 

若手研究 髙木 聡志 700 

合計 1,350 

 

10）社会貢献 

○公開講座 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施日 テーマ 参加者数 開催場所 

2023 年 5 月 21 日(日) 
コロナウイルス感染症拡大

防止のため中止 
- - 

2023 年 10 月 21 日(土) 
人生 100 年時代 「心も体

も元気で過ごす食事術」 
63 

4 号館 

(アリーナ) 
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（3）大学事務局 

 

1）総務課 

総務経理業務ともに PDCA サイクルの徹底により業務効率や水準のさらなる向上を図

り、円滑で着実な大学運営に貢献した。各部署と連携を図ることで管理業務の体制をよ

り強化し、安定と信頼のある部署であることに努めた。また、事業計画及び予算に基づ

き、経費の効率的支出を徹底し、計画的かつ適正な予算執行を促すことにより、安定し

た経営の基盤づくりに尽力した。 

学生表彰選考委員会においては、本学独自の給付型特待奨学金制度により修学に熱意を

持ち、人物・成績ともに優秀で、他の学生の模範として学業に取り組んでいる者に対し

て、「奨励賞（特待奨学生）」を表彰した。学業並びに課外活動においても学生および団

体を支援し「大阪物療大学 学長賞」「奨励賞」の表彰者獲得を目指していく。 

 

2）入試課 

文部科学省の進める高大接続改革や公正確保等に係る議論を踏まえ、入試委員会

と連携し、入試運営体制の点検・改善に努めながら公正かつ適切に 2024 年度入試を

実施した。また、オープンキャンパスや進路ガイダンス、大学ホームページ等でア

ドミッションポリシーを積極的に周知し、質の高い学生確保に努めた。また、広報

委員会と連携し、教職員による積極的な進路ガイダンス参加や定期的な高校訪問に

より、学生の早期確保に尽力した。並びに、対面式オープンキャンパス 5 回の開催

とオンラインと対面式併用での入試対策講座 2 回を開催すると共に、フリーキャン

パスでの個別対応を随時実施し学生募集を強化した。併せて、迅速なホームページ

更新や接触者への情報（DM）発信、進学サイトへの大学情報掲載、大学新聞などの

刊行物発行、看板・ポスター広告等を駆使し、大学の知名度向上を図りつつ優秀な

学生獲得に努めた。また、大学の使命である社会貢献の一環として、堺市後援のも

と年 2 回実施予定をしていた市民公開講座は、高齢者の参加者も多いことから新型

コロナウイルス感染症対策の観点より、安全面を最優先に考え 5 月開催は中止とし、

10 月に 1 回開催した。 

 

3）教務課 

今年度の講義・演習については、5 月に新型コロナウイルス感染症の 5 類感染症移行

にともない、昨年度と同様に対面授業を実施した。学内実習についても、密を避ける工

夫をするなどの対策を行ない対面での実施をおこなった。臨床実習については、コロナ

禍以前と同様に近いかたちで、50 日間の実習を全員が無事終えることができた。1・2

年次生は 2022 年度施行のカリキュラムに基づき、3・4 年次生は 2019 年度施行のカリ

キュラムに基づいて教育課程を実施した。しかし、学年制から単位制への移行、2～4 年
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次生への進級要件の変更及び学年末再試験の廃止に伴い、2 年次生の留年者が増加する

結果となった。教務委員会は FD 委員会と連携しアンケートを実施し、アンケート結果

に基づき、科目担当教員ごとに講義内容や手法を改善した。今年度も卒業生にアンケー

トを実施し、「ディプロマポリシー」に関する達成度をはかり、教育の質の成果の確認

をした。ICT システムについては 2 年目となり、新年度及び新入生オリエンテーション

で周知を行ない、履修登録の簡素化や出欠状況の確認等ができるようになり、学生の教

育の質の向上に活かされるような運営を行なった。今年度も IR に基づき「国家試験対

策模擬試験」問題の分析を通して、自己分析に加えて自己分析推移などのツールを活用

した学習指導をおこなった。来年度に向けて、自己学習時間の確保につなげるため、

「卒業研究」を必修から選択に変更し、「総合演習」後期 1 単位を通年 3 単位に変更す

るカリキュラム変更届出書を提出した。また、再来年度に向けて自己学習時間の確保及

び学生の負担軽減のために科目数の削減を検討し、カリキュラムの変更を予定している。 

 

4）学生課  

学生が大学生活を快適に過ごすための支援、および大学行事の円滑な運営、ならびに

学生自治会・課外活動活性化のための支援を学生委員会と連携し、正課外の学生生活に

関して学生支援を行った。経済的側面に関しては学生の約 46％が日本学生支援機構の貸

与奨学金および給付奨学金の対象者であり、個別の事案に対してサポートを行った。 

2023 年度は「学生意見箱」への投稿に迅速に回答し、対応内容を掲示することで学生

への周知を徹底した。その結果、毎年実施している「学生生活アンケート」にて、改善

を喜ぶ声もあった。学生支援をより強化するため、学生の立場に立ったサービスの提供

に努める。2023 年度からの相談室の利用については、より親密に相談ができるように対

面でのカウンセリングへ戻し、学生が気軽に相談することができるように予約方法の周

知を増やし、普及に努めた。 

学生課がサポートする学内行事に関して 2023 年度は、コロナ禍により中止となって

いた行事の内、「物療祭」と「卒業パーティー」を対面で開催した。「物療祭」に関して

は 3 年ぶりの対面での開催となり、学生自治会を中心に学生と教職員が一体となり開催

することができた。「卒業パーティー」に関しても 4 年ぶりの開催となり、2023 年度卒

業生を中心に教職員や保護者も参加し、立食形式のパーティーを開催した。 

就職については、就職委員会と連携してキャリア・就職ガイダンスを実施した。特に、

3 年次生には「面接対策講座」を実施し、実践的な模擬面接を参加者全員に対して行っ

た。最終学年になる前に就職活動に関する意識づけの一環として、一定の効果があった

といえる。また、就職先施設への訪問を通して、関係性の構築や求人票に記載されてい

ない情報の入手に努めた。加えて、卒業生や卒業生就職先の現場監督者への調査を通し

て、本学教育の「現状」「教育内容」「改善」と就職状況に関する情報収集を行い、各種

委員会での報告や学生へのフィードバックを行った。最終学年の学生のニーズに合わせ
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た就職支援体制を改善し構築して、要望に沿った進路の実現に努めた。 

 

5）施設課 

事業計画及び予算に基づき、学舎・既存備品の維持管理を行い、学生のキャンパスラ

イフの向上を狙った環境整備を進めた。具体的な取り組みとして、4 号館の男女トイレ

の便器をシャワートイレ付のものに更新した。また、部品保有期間を経過していたこと

もあり、4 号館の空調機器を全フロア更新した。学生のキャンパスライフ向上を狙い、

キャンパスアメニティの整備・更新を行った。 

情報部門では、4 号館アリーナの LAN 環境を整備し、ネットワークの環境整備・利

用支援を行った。さらに、出退勤管理システムの改善を行い、業務環境の改善及び業務

効率の向上を図った。 

IR ワーキンググループの活動として、過去 5 年分（2017 年度～2021 年度）の国家

試験模擬試験の結果から、模試毎の得点分布を示すヒストグラムを年度別に作成して就

職委員会に提供した。これに伴い、年間を通して一律であった就職活動の指標を見直す

参考データになった。これ以外にも、2022 年度の国家試験模擬試験毎の得点分布を示

すヒストグラムも作成して大学経営への参考として提供した。また、入学当初の基礎学

力と卒業・国家試験合格との関係を調査した。調査するにあたり、ほぼ全ての学生が 1

年生の前期に履修する数学・物理学・化学・生物学の基礎 4 科目の平均点を集計した。

集計した結果を示すヒストグラムを作成して大学経営への参考として提供した。 

紀要委員会では紀要に関する投稿規程・原稿要領作成の改定を行った。今後も適宜修

正しながら、改善することとした。また「大阪物療大学紀要第 11 巻」の編集を行った。

論文募集を度々呼びかけることで、投稿数を増やすように努めた。紀要は学生、教員か

ら投稿された論文や教員の研究業績を収載しており、発行後に臨床実習の受入施設など

関係機関へ献本を予定している。また、不正に改変できないよう論文データにセキュリ

ティ対策を講じた上で、大学ホームページや J-STAGE に PDF 版を掲載し、広く学外へ

発信していく。 

図書館では、診療放射線に関する分野を中心に医療関連や国家試験対策本など学修ニ

ーズに即した資料を収集した。公務員試験の対策もできるように、就職支援に関する資

料も収集した。新型コロナウイルスの感染対策で図書館利用が限定されているが、徐々

に来館型・非来館型どちらのサービスも併用できるように環境を整えることとした。継

続して電子書籍を購入し、図書館以外でも図書を閲覧できるようにした。また、新型コ

ロナウイルス感染防止のため 3 密を回避し、館内の換気や消毒を行うなど、利用者への

安全対策を講じた。 
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（4）施設等の状況  

○現有施設設備の所在地等 

施設等 所在地 土地面積 建物面積 摘要 

1 号館 
堺市西区鳳北町 

3 丁 33 番 
1,487.47 ㎡ 2,765.07 ㎡ 大学管理 

2 号館 
堺市西区鳳北町 

3 丁 13 番 1 
378.71 ㎡ 841.29 ㎡ 大学管理 

3 号館 
堺市西区鳳東町 

4 丁 410 番 5 
926.95 ㎡ 2,784.65 ㎡ 法人管理 

4 号館 
堺市西区下田町

23 番 1 
565.39 ㎡ 3,195.87 ㎡ 大学管理 

4 号館体育館 
堺市西区下田町

1043 番 1 
425.00 ㎡ 569.46 ㎡ 大学管理 

鳳東町運動場 
堺市西区鳳東町 

5 丁 478 番 
2,225.85 ㎡ ― 大学管理 

大学バス駐車場 
堺市西区鳳北町 

3 丁 145 番 5 
66.59 ㎡ ― 法人管理 

職員用駐車場 
堺市西区鳳北町 

1 丁 10 番 3 
133.51 ㎡ ― 法人管理 

 

○建物の耐震状況 

建物 延床面積 竣工年月日 現状 

1 号館 2,765 ㎡ 1988 年 7 月 1 日 新耐震基準適用（1981 年以降）で問題なし 

2 号館 841 ㎡ 1997 年 3 月 30 日 新耐震基準適用（1981 年以降）で問題なし 

3 号館 2,784 ㎡ 1988 年 6 月 15 日 新耐震基準適用（1981 年以降）で問題なし 

4 号館 3,195 ㎡ 2002 年 3 月 7 日 新耐震基準適用（1981 年以降）で問題なし 

4 号館

体育館 
569 ㎡ 2002 年 3 月 7 日 新耐震基準適用（1981 年以降）で問題なし 

 

建物の耐震化率 100％＝耐震性のある建物面積(10,154 ㎡)÷全建物面積(10,154 ㎡) 
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3 財務の概要 

（1）決算の概要  

①貸借対照表関係 

ア）貸借対照表の状況と経年比較 

 

イ）財務比率の経年比較 
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②資金収支計算書関係 

ア） 資金収支計算書の状況と経年比較 
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イ） 活動区分資金収支計算書の状況と経年比較 

 

 

ウ） 財務比率の経年比較 
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③事業活動収支計算書関係 

ア）事業活動収支計算書の状況と経年比較 
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イ）財務比率の経年比較 

 

  

（2）その他 

①借入金の状況 

なし 
 

②寄附の状況 

  現物寄付 育友会：超音波骨密度測定装置、OMR ｼｽﾃﾑﾏｰｸｼｰﾄ読取 他 

卒業生：空気清浄機他 

個 人：パソコン他 
 

③補助金の状況 

  経常費補助金 20,587,000 円  

  高等教育修学支援制度 授業料等減免費交付金 28,971,500 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



23 

4 今後の課題 

2020 年度～2029 年度中・長期計画（大学 HP 上にて公開）に示した通り、社会環境

の激変の中で、本学は、医療人養成を基盤とした経営戦略に基づいて教育・研究・社会

貢献の向上を図り、「強い大学」として、大学間競争を勝ち抜いて行かなければならな

い。そのために、社会から信頼される学園運営を継続し、経営・教育両面での改革を進

めていく。安定的に入学定員を確保し、予算編成と執行を適正に行うことで盤石な財務

基盤を確立する。また、理事会、理事長、副理事長、学長の強力なガバナンスの下に、

監事機能を強化し、学園運営を適正に実施し、成長発展する学園づくりを目指す。特に

今後の重要課題として、「キャンパス整備事業」及び「人事政策」を上げており、具体

的な検討に基づき、計画の調整を行っていく。 

 

（1）キャンパス整備事業 

教育研究基盤の整備を課題としており、学内施設の整備計画の詳細を詰め、着実に実

行していく。また、将来にわたる土地・建物、財政、広報、教職員、収益事業等の長期

的な計画についても、取り組むべき課題について協議を重ね、機関決定を行う。 

 

（2）人事政策 

○人材の育成 

現在の本学は、特に管理職の育成が急務である。教職員の資質向上のため、SD 研修

の充実を図り、基礎的な研修以外に専門知識等のスキルアップを図る為、外部の研修を

積極的に受講したうえで学内業務へ活かし、全体的業務における事務能力の向上につな

げている。今後も引き続いて、更なる知見を得るため、広く学ぶ機会を設けていく。 

 

○教育職員の充実 

専任教員、兼任講師ともに公募による採用を行い、教育研究活動の活性化と人数及び

年齢構成の適正化を図っている。昇任及び教員評価は、教員業績評価委員会が定期的に

評価を実施し、学長はその結果を教育研究等の質の向上と活性化に役立て、処遇等に反

映させている。 

学生による学期ごとの授業アンケートや教員相互の授業参観を行い、その結果をフィ

ードバックし、教育職員を対象に FD 研修会を開催して授業改善を図り、継続して教育

職員の職能開発に取り組み、結果を出す教育に取り組んでいく。 

また、教務委員会では、より具体的な検討を行うためにワーキンググループを設けて

おり、今後も必要に応じて組織整備を行う。 

 

○事務職員の充実 

組織は「学校法人物療学園組織規程」により法人全体の職制及び職務を明確にし、

「学校法人物療学園事務分掌規程」に基づき、事務職員を適材適所に配置することで適

正かつ円滑に業務を執行し、事務職員の意識改革、能力開発を行っている。人事考課制

度を導入することにより、目標を設定し、組織としての機能を向上する仕組みを構築し

ているが、さらにマネジメント能力の向上と危機管理体制の強化を目標とした事務職員

の育成により組織の充実を図っていく。 

 

以上 

 

 

 


